職務発明規程


第１条（目的）
[bookmark: _GoBack]この規程は、従業者等による職務発明の取扱いについて定めることを目的とする。

第２条（定義）
この規程における用語の定義は、次の各号に定めるところによる
（１）「職務発明」　その性質上会社の業務は員委に属し、かつ、従業者等の現在または過去の
　　　　　　　　　　職務に属する発明をいう。
（２）「従業者等」　会社の役員または従業者をいう。
（３）「発明者」　　発明をした従業者等をいう

第３条（届出・認定）
1. 従業者等が職務発明を行った場合には、会社指定の様式にて「発明届」を作成のうえ、速やかに所属長または会社指定の窓口に届出なければならない。
2. 会社は、前項の届出に対し、当該発明が職務発明に該当するか否かを認定する。

第４条（権利帰属）
職務発明については、その発明が完成した時に、会社が発明者から特許を受ける権利を承継する。

第５条（権利の処分）
1. 会社は、職務発明について特許を受ける権利を承継したときは、当該職務発明について特許出願を行い、もしくは行わず、またはその他処分をする方法を決定する。
2. 職務発明の処分については、会社の判断するところによる。

第６条（協力義務）
発明者および、職務発明に関与した従業者等は、会社の行う特許出願その他特許を受けるために必要な措置に協力しなければならない。

第７条（対価）
会社は、第４条の規定により職務発明を承継したときは、発明者に対し対価として相当の利益を支払うものとし、次の各号について発明者に通知するものとする。
（１）相当の利益の内容
（２）支払時期
（３）その他関連する事項

第８条（発明者からの意見聴取）
発明者は、会社から付与された対価に対し意見があるときは、前条の通知を受けた日から60日以内に、会社に対し書面により意見の申出を行い、説明を求めることができる。

第９条（譲渡禁止）
発明者は、会社によって、職務発明に該当しないことを認定しない限り、当該発明の特許を受ける権利を第三者に譲渡してはならない。

第１０条（秘密保持）
1. 職務発明に関与した従業者等は、職務発明の内容その他会社の利害に関する事項について、当該事項が公知となるまで、秘密を守らなければならない。
2. 前項の規定は、従業者等が会社を退職した後も適用する。

第１１条（適用）
この規程は、令和▲年▲月▲日以降に完成した発明に適用する。
